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（セグメント別売上比率） 2020年3月期 （4月～12月）実績（連結） 

T&M：71％ 
PQA その他 

モバイル ネットワーク・インフラ エレクトロニクス 

55% 26% 19% ２１% ８% 

（T&M事業 地域別売上比率） 2020年3月期（4月～12月）実績 

日本 アジア、パシフィック 米州 EMEA 

19% 44% 24% 13% 
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グループ全体の受注高は前年同期比１２％増の８２６億円、売上高は前年
同期比７％増の７６４億円となりました。営業利益は前年同期比４７％増の１
１３億円となりました。 

当期利益は前年同期比３３％増の８３億円となりました。 
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T&M事業において、５G開発需要は順調で、前年同期比で増収増益となり、
売上高は１１％増の５４２億円、営業利益は５３％増の９９億円（営業利益
率１８．３％）となりました。 

PQA事業において、第３四半期の業績は昨年同期と同水準でしたが、第
１四半期の不振を補うまでには至らず、前年同期比減収減益となり、売上
高は７億円減の１５９億円、営業利益は、３億円減の７億円になりました。 



第３四半期の連結及び各事業セグメントの営業利益、営業利益率は下記の
とおりです。 

 連結    ４７億円（営業利益率： １７．６％） 

 T&M    ４０億円（営業利益率： ２１．２％） 

 PQA    ２億円（営業利益率：  ４．２％） 
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(ノート部記載なし) 



T&M事業の受注高は、５Ｇ開発関連需要を順調に獲得し、前年同期比２９億
円（１６％）増の２０９億円となりました。 

PQA事業の受注高は、前年同期と同水準の５４億円となりました。 

なお、受注残高はグループ全体で２８７億円（前年同期比２３％増）、T&M事
業では２０５億円（同２３％増）、PQA事業では６１億円（同２３％増）でした。 

 

9 



(ノート部記載なし) 

10 



11 

営業キャッシュフローは、９０億円の資金獲得となりました。 
投資キャッシュフローは、２１億円の支出でした。 
その結果、フリー・キャッシュフローは７０億円の資金獲得となりました。 

財務キャシュフローは、７４億円の資金支出となりました。主なものは、借入
金返済３５億円、配当金の支払い３４億円（期末配当分１株１３.５円および中
間配当分１株１１円）です。 

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より７億円減少の４４４億円
となりました。 

 



２０１９年１０月３０日に開示した２０２０年３月期（２０１９年４月１日～２０２０年
３月３１日）の業績予想及び１株当たり配当予想について、修正することとしま
した。 

 
主力の計測事業において、5G関連のモバイル市場向け開発用計測器需要が
順調に推移しています。売上高については、特にアジア地域において、5G商

用化に向けた開発需要が従来の計画を上回る見込みです。利益面では、第
３四半期までの実績を踏まえ、増収効果及び売上原価率の改善が見込まれ
ることから、売上高及び営業利益を上方修正します。 
PQA事業においては、食品市場の品質保証プロセスの改善強化、自動化、省

力化に向けた設備投資需要は堅調であるものの、顧客先での受入検収期間
が長期化した影響等により期初の計画を下回る見込みのため、売上高及び
営業利益を下方修正します。 

その他の事業につきましては、デバイス事業の業績が期初の計画を上回る
見込みのため、営業利益を上方修正します。 

税引前利益、当期利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益については、
営業利益の修正を織り込んでそれぞれ修正しております。 
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業績予想の上方修正に伴い、配当は、2019年4 月25日の2020年3 月期業績
予想発表時に公表した1 株あたり年間２２円（うち中間配当１１円）から９円増
額し、1 株あたり年間３１円（うち中間配当１１円、期末配当２０円）に増額いた
します。 
なお、ROEは１２％となる見込みです。 
 
［配当方針］ 
当社は、株主の皆様に対する利益還元について、連結業績に応じるとともに、
総還元性向を勘案した利益処分を行うことを基本方針としております。 
剰余金の配当については、連結当期利益の上昇に応じて、親会社所有者帰
属持分配当率（DOE：Dividend On Equity）を上げることを基本にしつつ、連結
配当性向３０％以上を目標としており、株主総会決議もしくは取締役会決議に
より、期末配当及び中間配当の年２回の配当を行う方針です。 
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モバイル計測市場は、ＬＴＥ関連およびスマートフォン製造用途が縮減する
一方、5Gの初期開発投資を成長ドライバーとして、徐々に拡大することが
予測されます。 
LTEサイクルでのモバイル市場のピークは２０１２年でしたが、５Gサイクル
では２０２３年～２０２４年頃であると考えております。 
５Gではアジアの５G関連ベンダーの開発投資が想定より大きく、５Gサイク
ルにおけるモバイル計測市場規模（スマートフォン関連）は、LTEサイクル
のピーク時の９割程度になると考えております。 
また、ローカル５Gや５Gの利活用分野であるIoTや自動車関連の市場が加
われば、モバイル計測市場規模は、LTEのピーク時を超える可能性がある
と考えております。 
 



２０１９年アメリカ、韓国、欧州各国そして中国で５Gのサービスが始まりまし
た。２０２０年には、カナダ、メキシコ、南米、東南アジア等でも５G Sub６
サービスが開始され、世界の主要な都市で広く利用可能となります。そして
同じく２０２０年には日本、韓国、ロシアで５Gミリ波サービスが展開される予
定です。２０２１年以降、５G Sub6サービス開始国は、さらに拡充し、また、５
G ミリ波サービス開始国の拡充も期待されています。 
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現時点での５G端末の開発・製造プロセスは、量産試験のフェーズに入って
おり、５G Sub６の需要が立上ってきました。 
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